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第１章 運営指導調査の概要 
 
１－１ プロジェクトの背景 

 カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は、周辺諸国と比べても乳児死亡率（88／出生

千対、2007 年 UNFPA）、妊産婦死亡率（472／出生 10 万対、2005 年 CDHS）や結核感染率（665

／人口 10 万人対、2006 年 WHO）が高く、母子保健や感染症対策等が遅れている。しかしながら、

カンボジアでは、長い内戦の影響から保健医療従事者の数及び能力が不足しており、また多くの

医療施設では薬剤、機材、施設も十分ではない。さらに、国全体に基本的な保健医療サービスを

提供するための体制も脆弱であり、保健システムの整備が重要な課題となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真１－１ 国立母子保健センター（NMCHC） 
 
 カンボジアにおける母子保健分野に関しては、復興後の保健医療人材の欠如という課題に対応

して、JICA は 1995 年から 10 年間にわたり母子保健プロジェクト（フェーズ１・２）を実施し、

国立母子保健センター（National Maternal and Child Health Center：NMCHC）を中心として、人材

育成の支援に努めてきた。特に、2000 年から 2005 年に行われたフェーズ２の協力においては、

地方のリファラル病院（Referral Hospital：RH）及び保健センター（Health Center：HC）の医師・

助産師の研修を実施し、地方部で保健医療サービスの提供を担う人材の育成に貢献してきた。ま

た、NMCHC に新しく導入された HIV 母子感染予防に関する国家プログラムについて、ガイドラ

イン策定等に協力した。 
 しかしながら、地域レベルで HIV 母子感染予防を進めるにあたって、妊産婦健診の受診率等も

低い地方部において当該プログラムのみを実施することは効率的ではなく、より包括的な母子保

健サービスの向上を推進するための取り組みが必要とされている。そうした背景の下、カンボジ

ア政府は日本政府に対し、HIV 母子感染予防を含む地域の母子保健サービスを向上させるための

技術協力を要請し、日本政府は要請に基づき本案件の実施を決定し、2006 年 10 月に事前評価調

査が行われ要請内容の内容・妥当性を確認し、プロジェクト枠組みの軌道修正を行い、カンボジ

ア政府と本プロジェクトの実施について合意した。 
 本プロジェクトは、モデル・サイトであるコンポンチャム州内の４つの保健行政区（Operational 
District：OD）において妊娠・出産・新生児ケアサービスが向上し、それが地域モデル（行政によ

る支援モデルとコミュニティの協働モデル）として国家プログラムに反映されることを目標とし

て、2007 年１月から３年間の協力期間で開始された。 



－ 2 － 

１－２ 調査団派遣の目的 

 2008 年 12 月で協力開始後２年が経とうとしていることから、以下の目的で運営指導調査を実

施することとした。 
・プロジェクトの活動実績と成果発現状況の確認 
・プロジェクトの今後の方向性〔終了時における着地点、Project Design Matrix（PDM）数値目標

の設定、残り期間で取り組むべき課題等〕の確認 
 
 本運営指導調査でカンボジア側関係者との協議合意事項については、協議議事録（ミニッツ）

（Minutes of Meetings：M/M）に取りまとめ、署名・交換を行う。 
 
１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長／総括 米田 一弘 JICA カンボジア事務所 所長 

母子保健 杉浦 康夫 国立国際医療センター国際医療協力局 

協力計画 佐藤 祥子 JICA カンボジア事務所 企画調査員 

調査管理 久保倉 健 JICA 人間開発部母子保健課 職員 

 
１－４ 調査日程 

 本運営指導調査は、2008 年 11 月 30 日～12 月 10 日にかけて実施され、調査日程詳細は以下の

とおりである。 
 日 曜日 時間 内 容 場 所 

AM 成田発（ホーチミン経由）  １ 11 月 30 日 日 
PM プノンペン着  

8:00– 
9:00 

調査団内打ち合わせ（調査方針、日程等の確認） JICAカンボジア

事務所 
9:30– 
10:30 

専門家チームとの打ち合わせ（調査方針、日程等

の確認） 
NMCHC 

10:30– 
12:00 

NMCHC の視察、専門家チームの発表（カンボジ

アの保健状況、プロジェクト活動実績・成果発現

状況等） 

NMCHC 

２ 12 月１日 月 

14:00– 
17:00 

専門家チームとの打ち合わせ（専門家の発表―技

プロ活動実績、成果の発現状況等） 
NMCHC 

10:00– 
11:00 

NMCHC 研修部担当者へのグループインタビュ

ー 
NMCHC 

11:00– 
12:00 

NMCHC で 研 修 中 の 保 健 セ ン タ ー 助 産 師

（HC-MW）へのグループインタビュー 
NMCHC 

３ 12 月２日 火 

PM コンポンチャム州へ移動 コンポンチャム

10:00– 
11:00 

クロチュマー保健行政区（OD）リファラル病院

と保健センター（HC）視察 
11:00– 
12:00 

クロチュマー保健行政区行政官へのインタビュ

ー 

４ 12 月３日 水 

16:00– 
17:00 

コンポンチャム州リファラル病院視察 

コンポンチャム
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５ 12 月４日 木 8:00– 
17:00 

プロジェクト進捗と実績確認ワークショップ 
（阿部専門家の成果／提言発表含む） 
〔NMCHC、コンポンチャム州保健局（PHD）、

OD のカウンターパート参加〕 

コンポンチャム

8:00– 
10:00 

新型妊産婦死亡オーディット調査に基づく検討

会の見学 
10:30– 
11:30 

コンポンチャム州地域看護・助産学校（RTC）視

察と副校長へのインタビュー 

コンポンチャム

PM プノンペンへ移動 

６ 12 月５日 金 

16:00– 
19:00 

専門家チームとの打ち合わせ（PDM の改訂） 
プノンペン 

７ 12 月 6 日 土 9:00– 
12:00 

専門家チームとの打ち合わせ（PDM の改訂） プノンペン 

８ 12 月 7 日 日 AM/PM 資料整理（ミニッツ案の作成等） プノンペン 

9:00– 
10:00 

NMCHC 研修部長（Dr. Sotha）との面談（今後１

年間で取り組むべき課題） 
NMCHC 

11:00– 
12:00 

UNFPA との面談（助産教育について） UNFPA 

14:30– 
15:30 

NMCHC センター長（Prof. Kanal）、国家リプロプ

ログラム・マネージャー（Dr. Rathavy）との面談

（今後１年間で取り組むべき課題） 

９ 12 月 8 日 月 

16:00– 
18:00 

調査団内打ち合わせ〔ミニッツ案の改訂、合同調

整委員会（JCC）の準備等〕 

NMCHC 

10 12 月 9 日 火 9:30– 
10:00 

保健省人材育成部（HRD）副部長へのインタビ

ュー 
保健省 

11:00– 
12:00 

JCC 開催（プロジェクトの進捗、調査団の提言、

今後１年間で取り組むべき課題について） 
NMCHC 

14:00– 
15:00 

帰国報告 JICA 事務所 

   

16:00– 
16:45 

帰国報告 在カンボジア

日本国大使館 
   PM プノンペン発（ホーチミン経由）  

11 12 月 10 日 水 7：30 成田着  
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１－５ 主要面談者 

（１）カンボジア側 
H.E. Prof. Eng Huot Secretary of Sate for Health, Ministry of Health (MOH) 
Prof. Koum Kanal Director, National Maternal and Child Health Center  
 (NMCHC), MOH 
Dr. Tung Rathavy Deputy Director of NMCHC and National Reproductive Health  
 Programme Manager, MOH 
Dr. Keth Ly Sotha Vice Director / Chief of Training Unit, NMCHC, MOH 
Dr. Uong Sokhan  Deputy Chief of Training Unit, NMCHC, MOH 
Dr. Phom Samsung Deputy Director, Human Resource Department, MOH 
Dr. Lon Chan Rasmey Deputy Director, Kg.Cham Provincial Health Department 
 (PHD) 
Ms. Peang Nara  Deputy Chief of MCH, Kg.Cham PHD 
Dr. Chea Sokha Director, Kg.Cham-Kg.Siem Operational District (OD) 
Ms. Khiev Samon  Chief of MCH, Kg.Cham-Kg.Siem OD 
Dr. Chea Eak Chhay  Director, Chamkar Leu-Stueng Trang OD 
Ms. Chhor Sokheng  Chief of MCH, Chamkar Leu-Stueng Trang OD 
Dr. Prak Ruos  Director, Srei Santhor-Kang Meas OD 
Dr. Kao Rada Chief of MCH, Srei Santhor-Kang Meas OD 
Dr. Hout Kea  Director, Kroch Chhmar-Stueng Trang OD 
Ms. Keo Leakhena  Chief of MCH, Kroch Chhmar-Stueng Trang OD 

 
（２）日本側 

松尾 秀明 在カンボジア日本国大使館 経済・経済協力班長 
田村 美沙 在カンボジア日本国大使館 経済協力専門調査員 
小原 ひろみ プロジェクト長期専門家（チーフアドバイザー） 
櫻井 幸枝 プロジェクト長期専門家（SBA 支援体制強化） 
松岡 貞利 プロジェクト長期専門家（研修マネジメント／業務調整） 
阿部 貴美子 プロジェクト短期専門家（母子保健コミュニティ活動評価） 

 
（３）他ドナー 

Ms. Alice Levisay Representative, UNFPA Cambodia Office 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ プロジェクトのデザイン 

 カンボジア政府は、内戦終結後、保健医療セクターの改善を重要課題に掲げ、様々な国際機関、

二国間ドナー等の支援も受け、国の開発計画、戦略ペーパー、各課題に対するガイドラインや制

度なども整えてきた。しかしながら、一方で、実際の保健医療サービスにおいて、ドナーから支

援される分野・地域とそうでないところの格差が広がり、どの住民に対しても必要最低限の質が

担保された均一なサービスが提供できていない、相乗効果が発揮できないような個別活動に陥っ

ている、などのケースが散見されるようになっている。また、母子保健分野では、助産師の数が

慢性的に不足しており、保健センター（Health Center：HC）への助産師の配置が十分に進んでは

いない。保健省は、緊急措置として１年間の准助産師養成コースを地方看護・助産学校（Regional 
Training Center：RTC）で実施しているが、臨床実習経験と実施経験の少ない新卒の准助産師は、

地域保健行政とコミュニティからのサポート、並びに熟練助産者（Skilled Birth Attendant：SBA）

からの技術的サポートなしでは、HC で即座に分娩介助できないという問題を抱えている。 
 本プロジェクトでは、2006 年 10 月の事前評価調査を通じて、①地域の助産師に対する行政か

らの支援、②助産師とコミュニティとの連携、③NMCHC の研修プログラムと実際に地方で提供

されている母子保健サービスとの乖離、④これら課題を解決するための国家母子保健プログラム

と保健行政の４つを改善可能な課題として集約された。それら４つの課題と本プロジェクトがめ

ざす達成目標と各成果の関係を示した図２－１は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 課題とプロジェクトの活動成果の関係（事前評価調査報告書から引用） 
 
 本プロジェクトの戦略として、地域コミュニティと HC、保健行政を結び、助産師を技術面と

運営面双方で支援し、さらに NMCHC へ地域レベルの情報をフィードバックさせて国の政策へ反

 

地域コミュニティによる 
助産支援強化 

 

PHD/OD による助産師 
への支援強化 

 

地 域 ニ ー ズ に 応 え た
NMCHC 研修プログラム
改善 

 

母子保健プログラムに
関する計画立案能力強
化と保健行政強化 

 

支援的監督機能の充実

技術サポートの強化 
 

地域における技術指導者の育成

自宅分娩も視野に入れた安全な
出産・新生児ケアの技術指導 
マネジメントに関する技術指導

情報収集能力及び問題分析能
力の強化 

 
グッドプラクティスの蓄積と活用

助産師養成・再教育に関する提言

マネジメント能力の向上

 

【成果 1】 
HC に配置されている SBA
を支援するためのチームワ
ークが向上する 

【成果 2】 
SBA 活動を円滑にするため
の保健行政（PHD/OD）によ
る支援モデルを策定する 

【成果 3】 
地域コミュニティにおける母
子保健向上のための協働
モデルを策定する 

【成果 4】 
NMCHC が地方の実情を把
握し、国家プログラムに反
映させる 

【目標】 
母子保健サービス

の向上 

【上位目標】 

SBA による質の高

いサービスの増加

 
課題 

NGO活動や複数プログラムとの調和

チームワークとリーダーシップの醸成

他セクターへの提言 

プロジェクト成果
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映させていくというサイクルが描かれている。 
 
２－２ PDM の変遷 

 2006 年 10 月の事前評価調査時に、現地で行われた問題分析ワークショップ、保健省・NMCHC
との協議等を経て、以下の目標、成果、活動及び投入を含めた本プロジェクトの枠組みについて、

カンボジア側と合意した。詳細については、付属資料１の PDM Ver.１参照のこと。 
 
（１）上位目標 

 カンボジアにおける SBA による質の高い妊娠・出産・新生児ケアサービスの利用が増加す

る。 
 

（２）プロジェクト目標 
 モデル・サイトの妊娠・出産・新生児ケアサービスが向上し、それが地域モデル（行政に

よる支援モデルとコミュニティの協働モデル）として国家プログラムに反映される。 
 

（３）成果 
１．HC に配置される SBA を支援するためのチームワークが向上する。 
２．SBA 活動を円滑にするための保健行政〔州保健局（Provincial Health Department：PHD）

／保健行政区（Operational District：OD）〕による支援モデルを策定する。 
３．地域コミュニティにおける母子保健向上のための協働モデルを策定する。 
４．NMCHC が地域の実情を把握し、国家プログラムに反映させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真２－１ Chamkar Leu- Steung Trong OD 内の HC 
 
 ターゲット地域は、全国を対象としつつも、コンポンチャム州内の３～４OD をモデル・サイ

トとすることとした。プロジェクト開始後、2007 年２月に実施したモデル・サイト候補選定のた

めの現地調査結果、並びにカンボジア側関係者との協議をもとに、2007 年６月、最終的に４つの

OD（Kampong Cham-Kampong Siem、Kroch Chhmar-Steung Trong、Chamkar Leu- Steung Trong、Srei 
Santhor-Kong Meas）をモデル・サイトに選定した。 
 本プロジェクトでは、事前評価調査時に策定された PDM Ver.１の内容と実際に行われている活

動との間に大きな齟齬がないことから、現在まで PDM の更新は行われてこなかった。しかしな
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がら、これまでの活動により成果発現の進捗がみられるなか、PDM Ver.１では、目標や成果の達

成度を測る指標に数値目標が設定されていなかったため、本調査で日本人専門家チームとカンボ

ジア側カウンターパートとの協議を通じて、具体的な数値目標の設定と活動の一部見直しを行い、

付属資料１の PDM Ver.２（案）を作成した。主な改訂箇所は以下のとおり。 
・上位目標の指標：国レベルの SBA による出産介助率や妊産婦健診受診率を測るうえで信頼でき

るデータは、５年に１回実施されるカンボジア人口保健調査（Cambodia Demographic and Health 
Survey：CDHS）である。したがって、上位目標の指標の基準値は、2005 年に行われた CDHS
の公表値とし、目標値は、現行のカンボジア第二次保健セクター戦略計画（Health Sector Plan 
2008-2015：HSP２）で掲げられている 2015 年達成目標値とした。 

・プロジェクト目標の指標：モデル・サイトにおける SBA による出産介助数・率、妊産婦健診数・

率及び出産登録数・率は、各 OD が報告する国家保健情報システムのデータを使用し、2006 年

のデータを基準値とし、HSP２の 2015 年達成目標値に向けて順調に増加すると仮定した場合の

2009 年推定値を目標値とした。 
 
 その他に各成果に具体的な数値を入れるとともに、本プロジェクトの残り１年間で、モデル・

サイトを対象に実施されてきた研修コースを改変し、新たな研修コースを他州へも拡げていく計

画も一部の成果の指標に反映させるとともに、必要な活動を加えるなどした。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
３－１ プロジェクトの投入実績 

 ３－１－１ 日本側投入実績 
 （１）専門家派遣 

 プロジェクト開始以降、長期専門家４名（計 62MM）が現地へ派遣され、指導分野はそ

れぞれチーフアドバイザー、地域保健、SBA 活動支援体制強化、業務調整／研修マネジメ

ントである。短期専門家は、延べ５名（計 8.73MM）が以下の指導分野で派遣された。  
・地域保健活動評価 
・新生児ケア 
・地域における SBA 技能支援体制 
・助産ケア 
・母子保健コミュニティ活動分析 

 
 （２）研修実施 

 プロジェクト開始以降、以下のとおり現地で各種研修が実施された。 
・卒後助産師技能研修 

 既存の卒後助産師技能研修を受講したことのない助産師対象（主に僻地保健センター

勤務の准助産師）。プロジェクト開始後に２回実施。各 20 名（2007 年３月４週間）、（2007

年 12 月～１月新卒准助産師を対象８週間） 
・助産師コーディネーター指導者養成研修（以下、「MCT コース」と記す） 
 州保健局母子保健担当官、OD 母子保健担当官を対象。母子保健における行政官の役

割、地域の助産師を調整する役割、モニタリング技能の向上をめざした研修。対象者 13

名に対し、４月 21～25 日に１回実施。 
・助産師チームワーク強化研修（以下、「MAT コース」と記す） 
 州保健局母子保健担当官、OD 母子保健担当官、RH-SBA を対象。地域の母子保健サ

ービス提供者が保健システムにおけるそれぞれの相互補完的役割を認識し、地域におい

て保健センター助産師（Health Center Midwife：HC-MW）を支援することを目的とした

研修。母子保健を向上させるためのアクションプランを作成した。対象者 21 名に対し、

第１回６月 23～27 日、対象者 20 名に対し、第２回８月４～８日実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 写真３－１ MCT コースによる 写真３－２ MAT コースでの HC 訪問 

 モニタリング技能研修  
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・技術交換研修 
 2007 年 11 月 SBA 活動を円滑にするための保健行政による支援について他国の事例を

学ぶことを目的として、カウンターパート７名をインドネシア国へ派遣し、同国で技術

交換研修を行った。 
・第三国からの研修員受入れ 
①マダガスカル JICA 母子保健サービス改善プロジェクト技術交換（2007 年 11 月 26

日～12 月６日） 
②アフガニスタン JICA リプロダクティブヘルスプロジェクト第三国研修（2008 年１月

21～24 日） 
 
 （３）機材供与 

 プロジェクト開始以降、これまで PHD/OD のオフィス環境整備、HC／コミュニティの

母子保健活動の効率化等を目的として、以下の機材がカンボジア側へ供与された。 
・2006 年度 1,013,000 円（デスクトップコンピューター１台、モニター１台、ラップトッ

プコンピューター１台、レーザープリンター１台、ポータブルプリンター１台、液晶プ

ロジェクター１台、プロジェクトランプ１台、コピー機１台、デジタルカメラ１台、無

停電電圧装置２台、自動電圧安定装置４台） 
・2007 年度 2,343,000 円（コピー機２台、デスクトップコンピューター５台、ラップトッ

プコンピューター２台、プリンター２台、マルチプロジェクター２台 
・2007 年度 25,196.50 米ドル（母親健康手帳 161,000 冊） 
・2007 年度 1,102.50 米ドル（助産師感染防護着 245 着） 
・2007 年度 1,574.10 米ドル（分娩キット・新生児用吸引器 99 セット） 
・2007 年度 4,109 米ドル（血圧計・聴診器セット 128 セット、新生児用据付型体重計 47

台、大人用小型体重計 13 台） 
・2008 年度（予定）4,410,000 円（コピー機１台、マルチプロジェクター１台、分銅式身

長・体重計 72 台ほか） 
・2008 年度 7,120 米ドル（日本製中古自転車 178 台） 

 
 ３－１－２ カンボジア側の投入実績 
 （１）カウンターパートの配置 （詳細は付属資料５参照） 

・プロジェクトダイレクター H.E. Prof. Eng Huot（保健省次官） 
・プロジェクトマネジャー Prof. Koum Kanal（NMCHC 長） 
・カウンターパート定期会合メンバー 12 名 

モデル・サイト OD の OD 長、OD 母子保健行政官 
コンポンチャム州 PHD 次長、PHD 母子保健行政官 
NMCHC 研修部長、次長 

・他のカウンターパート 
NMCHC 研修部スタッフ ６名 
NMCHC 国家リプロダクティブヘルスプログラム ２名 
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 （２）ローカルコストの負担 
・プロジェクト事務所の電気水道代金 
・これまでプロジェクトとカウンターパートとで開催した 43 回の会合やイベントのうち、

５回はカウンターパート側の予算と当プロジェクト、２回は他の援助団体の資金と当プ

ロジェクトを用いて開催した。 
 
３－２ プロジェクトの成果と活動実績 

 ３－２－１ 成果発現の進捗 

１．HC に配置される SBA を支援するためのチームワークが向上する。 

指標 1-1 作成された研修カリキュラムとそれに基づいて実施された研修の数が増加す

る。 

指標 1-2 研修後に作成されたアクションプランの数が増加する。 

進捗状況 ・研修カリキュラム２つが新規に策定され、３コースが実施された。 
・MCT 研修により養成された助産師コーディネーターの数が増加した（０→12

名）。 
・MAT 研修時に作成されたアクションプランの数が増加した（０→43）。 
・現在、４つのモデル・サイト OD において、OD ごとにアクションプランは実

施されている。 
 
 
・研修受講者である母子保健行政官、RH-SBA を対象とした電話調査において、

HC の SBA を支援するためのチームワーク向上が確認されている。 
・母子保健行政官と RH-SBA が協力して、HC-MWs を支援する活動が自主的

に始まり継続されており、モデル・サイトにおいて HC-MWs を支援するため

のチームワーク向上が認められる。 
 

２．SBA 活動を円滑にするための保健行政（PHD/OD）による支援モデルを策定する。 

指標 2-1 PHD/OD によるチェックリストの活用状況が改善される。 

指標 2-2 SBA が認識するモニタリング内容・質が向上する。 

指標 2-3 PHD/RTC/OD による HC/RH の SBA 支援ガイドラインが作成される。 

進捗状況 ・４つのモデル・サイトにおいて、異なる SBA 支援モデルが実施されている（助

産師定期会合の開催、既存の会合に助産師の技能研修を追加、患者を上位病

院に搬送（レファー）した際に、既存の会合を用いて HC-MWs にフィードバ

ックを実施するなど）。 
・モデル・サイトの HC-MWs を対象とした電話調査において、SBA 支援が改善

していることが確認された（RH-SBA から技能面について学べるようになっ

た、RH への患者搬送に同行した際に RH-SBA が非難せずに、技能指導をする

ようになったなど）。 
・４つのモデル・サイトのうち、２箇所では、2007 年７月に７人の新卒准助産

師が配置された。現時点でこれら新規に配置された助産師は離職しておらず、

僻地で働き続けていることが確認されている。 
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・モデル・サイトにおいて、SBA 活動を円滑にするための保健行政による支援

モデルが形成された。SBA 支援ガイドライン策定は、今後の実施予定である。

 

３．地域コミュニティにおける母子保健向上のための協働モデルを策定する。 

指標 3-1 コミュニティ（TBA/VHV）と HC スタッフの関係性が改善する。 

指標 3-2 コミュニティと HC スタッフの協働により新しく生まれた活動の数が増加する。

指標 3-3 協働モデル事例集が作成される。 

進捗状況 ・コミュニティ活動現状の調査・分析の結果、コミュニティ協働の促進・阻害

要因が抽出された。 
・OD のための「コミュニティ協働支援行動リスト」が作成された。 
・プロジェクトの活動として他 OD へのスタディーツアーを実施した以後に、

保健ボランティアに ID カードを発行するなど、地域保健活動向上のための新

たな取り組みが開始された。 
 
 
・モデル・サイトにおいて、多様な外部支援団体が地域保健活動を支援してお

り、外部援助団体からの影響が大きい。一方、OD 行政官には、HC の地域保

健活動に対して指導・支援するという意識が乏しい。このような実情下、「HC」
と「地域」のみの協働のモデル策定は現実的ではなく、むしろ OD 側が「HC」
と「地域」との連携を支援するモデルを策定する方針とした。OD が用いるこ

とが可能な「コミュニティ協働支援行動リスト」が作成されており、以後こ

の行動リストを OD が実施していき、OD のコミュニティ協働に対する支援モ

デルを策定予定である。 
 

４．NMCHC が地域の実情を把握し、国家プログラムに反映させる。 

指標 4-1 母子保健関係者に対する進捗・成果報告数が増加する。 

指標 4-2 プロジェクトの経験を活かした NMCHC のプロトコル等の変更数が増加する。

指標 4-3 ガイドラインと事例集が認定される。 

指標 4-4 国家プログラムにより把握された妊産婦の死亡・疾病に関する情報の量と質が

向上する。 
進捗状況 ・中央レベルの母子保健関係者（NMCHC、開発パートナー側技術アドバイザ

ー）に対するプロジェクトからの進捗・成果報告（地方における調査結果を

含む）数が増加した（定例作業部会・母子保健ドナー調整会合に対して６回、

ほか８つの開発パートナーに対して 17 回の面会・情報提供を実施した）。 
・プロジェクトの経験を活かし、SBA を対象とした NMCHC の研修内容等が

変更された（０→２コース）。 
・国家リプロダクティブヘルスプログラムと国家妊産婦死亡オーディット会合

において、プロジェクトの経験を活かして作成された調査報告数が増加した

（０→２回）。 
 
 



－ 12 － 

・プロジェクトの活動（地方の実態調査の実施と報告、地方保健スタッフや行

政官と合同での活動）は、NMCHC が地域の実情を把握することに貢献して

おり、既存の研修や既存のプログラム活動に影響を与えている。 
 
 ３－２－２ 活動実績 

 活動は PDM の概要に基づき、ほぼ計画どおりに問題なく実施された。活動実績の詳細につ

いては付属資料２を参照のこと。 
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第４章 プロジェクト目標の達成見込みと今後の課題 
 
４－１ プロジェクト目標の達成見込み 

 本プロジェクトの目標は、以下のとおりである。 
〈プロジェクト目標〉 
 モデル・サイトの妊娠・出産・新生児ケアサービスが向上し、それが地域モデル（行政によ

る支援モデルとコミュニティの協働モデル）として国家プログラムに反映される。 
〈指標〉 
（１）モデル・サイトにおける SBA による出産介助数 
（２）モデル・サイトにおける SBA による妊産婦健診数 
（３）モデル・サイトにおいて登録された出産数 
（４）プロジェクトの経験が国家プログラムに反映された数 

 
 モデル・サイトにおける母子保健サービス量は増加しており、「カンボジア国保健セクター戦略

計画 2008～2015 年（Health Sector Plan 2008-2015：HSP２）」の 2015 年ターゲット目標に向かって、

順調に SBA 分娩率、妊産婦健診数、登録分娩数ともに増加傾向にある。上記指標（４）について

は、成果４発現に係る進捗状況ですでに述べたとおり、国レベルの SBA を対象とした NMCHC
の研修コースが、本プロジェクトの経験を活かした研修内容へと改善され、また本運営指導調査

時でもモデル・サイトで実施した研修を改変し、新規カリキュラムを策定したうえで、全国を対

象として今後実施することで保健省側と合意するなど、プロジェクト目標の達成見込みは高いと

いえる。 
 上記指標（１）～（３）の進捗状況は以下のとおりである。 
 
（１）モデル・サイトにおける SBA による出産介助数 

 モデル・サイトの４OD の SBA 介助分娩は、2006 年 8,373 件（34％）、2007 年 11,025 件

（45％）と上昇傾向にある。カンボジア HSP２においては、2015 年に SBA 率 80％達成が到

達目標として規定されている。これを達成するためには、毎年、以下の分娩数・率となるこ

とが期待されるが、プロジェクト開始後 2007 年の値は、2015 年のターゲット達成に向けて、

順調に増加している。 
 

表４－１ 分娩数 2015 年ターゲットを達成するためのベンチマーク 
 実測値         ターゲット

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

SBA 介助分娩率 34％ 39％ 45％ 50％ 55％ 60％ 65％ 70％ 75％ 80％ 

SBA 介助分娩数 8,373 9,605 10,836 12,068 13,299 14,531 15,762 16,994 18,225 19,457 

 分母としては 2006 年時の年間推定分娩数 24,321 を使用（人口増加率は加味せず） 

 
（２）モデル・サイトにおける SBA による妊産婦健診数 

 カンボジア HSP２の 2015 年のターゲットは、妊産婦健診２回以上受診する率により規定

されている。２回以上を受診する割合については、国家保健情報システム（National Health 
System：NHS）のみからは産出できないが、代替として２回受診した率を用いる。４つのモ
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デル・サイトにおける妊産婦健診２回受診数は、2007 年には 11,802 件になることが期待さ

れている。 
 

表４－２ 妊産婦健診数 2015 年ターゲットを達成するためのベンチマーク 
 実測値         ターゲット

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

ANC２回受診率 43％ 49％ 59％ 64％ 64％ 69％ 74％ 80％ 85％ 90％ 

ANC２回受診数 10,541 11,802 14,324 15,585 15,585 16,845 18,106 19,367 20,628 21,889 

 分母としては 2006 年時の年間推定分娩数 24,321 を使用（人口増加率は加味せず） 

 
 モデル・サイトにおいては、妊産婦健診２回目受診数のみをみた場合、2007 年には、10,068

件と受診数は低下傾向であった。しかしながら、表４－３のとおり、妊産婦健診３～５回以

上の受診率が上昇しており、妊産婦健診受診の総数は増加している。 
 

表４－３ ４つのモデルサイト行政区における妊産婦健診受診回数 

 
 
 

年 

 

 

 

1 回 

 

 

 

2 回 

 

 

 

3 回 

 

 

 

4 回 

 

 

 

5 回 

 
 
 

総数

 
 

年間分娩

推定数 

 
 

１回受診

する割合

 
 

２回受診

する割合 

受診する女

性一人当た

りの妊産婦

健診回数

2006 12,281 10,541 4,847 3,652 2,295 31,853 24,321 50％ 43％ 2.6 

2007 12,680 10,068 5,324 3,774 3,588 34,726 24,692 51％ 41％ 2.7 

増減    399  (473)   477   122 1,293  2,873    371    

 
（３）モデル・サイトにおける出産登録数 

 モデル・サイトの４OD における分娩登録数は、2006 年 12,301 件（51％）、2007 年 14,870

件（60％）と上昇傾向にある。2015 年に登録率が 90％達成するためには、毎年、以下の登録

数・率となることが期待されるが、プロジェクト開始後、2007 年の値は 2015 年のターゲッ

ト達成に向けて順調に増加している。 
 

表４－４ 分娩登録数 2015 年に 90％を達成するためのベンチマーク 
 実測値         ターゲット

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

分娩登録率 51％ 55％ 59％ 64％ 68％ 72％ 77％ 81％ 86％ 90％ 

分娩登録数 12,301 13,366 14,432 15,497 16,562 17,628 18,693 19,758 20,824 21,889 

 1.分母としては 2006 年時の年間推定分娩数 24,321 を使用（人口増加率は加味せず） 
2.モデル・サイトにおいて登録された出産数*と率〔12,301 分娩 50％（NHS 2006）→15,497 分娩 63％（NHS 2009-2015 年）

に 90％が登録されると仮定〕（*登録された出産数とは、①施設分娩、②保健スタッフによる自宅分娩、③保健スタッフ以

外による分娩のうち HC に登録された数の和） 
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４－２ 今後の課題 

（１）プロジェクト目標の指標について 
 以上のとおり、本プロジェクトの各指標は改善傾向にあり、かつ各成果の発現も順調に進

捗していることから、PDM のロジックでみても、プロジェクト目標の達成見込みは高いとい

える。しかしながら、一方で、プロジェクト目標の達成度を測る指標となっているモデル・

サイトにおける SBA による出産介助数、妊産婦健診数、出産登録数の増加は、公的母子保健

サービスの利用増加を狙った保健省や他ドナーによる報奨金制度の導入、他ドナー、NGO の

母子保健活動などの影響も受けていることが予想される。さらに、モデル・サイト外の OD
においても同様の増加傾向がみられる。したがって、本プロジェクトの活動・成果とプロジ

ェクト目標の指標の改善との因果関係を確認することは困難な状況にある。 
 本プロジェクトでは、１年間の卒前助産教育だけで、臨床経験も十分受けないまま、職場

環境の厳しい地方の HC に配置されていく准助産師の多くが、自信を持てずにせっかく HC
に来た妊産婦に対して、産前健診も分娩介助も敬遠してしまう、TBA に助言を請う、HC 勤

務を止めてしまうなどの問題に端を発して、地域の保健行政とコミュニティが協働して

HC-MWs を支援していけるシステムづくりをめざして協力を開始している。したがって、モ

デル・サイトにおいて、HC-MWs に対する行政と地域の支援体制ができつつあるなか、今後、

例えば本プロジェクト開始前後に HC へ配置された新人の助産師の産前健診数や分娩介助数

の推移、HC への定着率、そして地域住民の HC のサービスに対する満足度など、プロジェク

ト目標の達成度を傍証するようなデータも収集・分析していくことが望まれる。 
 
（２）研修コースのスケールアップについて 

 本プロジェクトは、2008 年４月以降、州・行政区レベルの母子保健行政官を対象にした研

修（MCT コース）、並びに州・行政区レベルの母子保健行政官と地域 RH-SBAs を対象にした

チームワーク強化研修（MAT コース）を実施してきた。 
 その結果、研修を修了した母子保健行政官が HC-MWs を支援すべき「助産師コーディネー

ター」という役割があることを認識するとともに、RH-SBAs は、研修参加を通じて HC-MWs
が置かれた厳しい職場環境を理解したことで、HC-MWs に対して、技術面を含め支援してい

こうとする態度と行動の変容を示し始めている。また、本プロジェクトで聞き取り調査をし

た HC-MWs からも、HC レベルから地域 RH へ搬送された妊産婦そして病院レベルへリファ

ーした HC-MWs に対して、RH-SBAs が以前と異なって好意的な対応をしていることが確認

されるなど、HC-MWs と RH-SBAs 間で良好な関係が構築されるとともに、HC-MWs に対す

る地域行政からの支援活動（モニタリング、会合、電話相談等）も活発化するなど、モデル・

サイトにおいて本プロジェクトの研修効果の発現が確認されている。 
 したがって、地域モデルを国家プログラムへ反映させるというプロジェクト目標も視野に

入れ、今後、本プロジェクトが MCT 及び MAT の両コースをもとに、他州向けの新たな研修

カリキュラムを策定し、本プロジェクトの研修を全国展開していくことが望まれる。 
 
（３）中央・州政府レベルの役割について 

 州・OD の母子保健行政官は、モデル・サイトにおける HC-MWs への支援で重要な役割（助

産師同士のネットワーク強化等）を担っている。母子保健行政官が、今後そのような重要な
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役割を十二分に果たしていくためには、PHD 長などが母子保健行政官の役割を理解し、行政

面からの支援の強化が望まれている。さらに、NMCHC を中心に中央レベルも、母子保健行

政官や RH の SBAs が果たすべき責任・役割を明確に示すことで、HC-MWs への継続的な支

援のみならずコミュニティから保健医療施設へのリファラル体制などの強化も担保されるこ

とが必要である。 
 
（４）カウンターパート・モニタリングチームの強化について 

 本プロジェクトでは、HC-MWs を支援するための活動において、NMCHC、PHD、ODs、
RH、HC など様々なレベルの関係者がかかわっている。技術面での支援では、特に RH で勤

務する SBAs による技術的支援が有効であることが確認されているものの、本プロジェクト

の活動をモニターするカウンターパート・モニタリングチームは、NMCHC、PHD、ODs と

プロジェクト専門家のみで構成されている。したがって、今後、RH の SBAs もカウンターパ

ート・モニタリングチームに加わることが望まれている。 
 
（５）モデル・サイトにおけるコミュニティ協働 

 すでに成果３の進捗発現で上述したとおり、OD が用いることが可能な「コミュニティ協

働支援行動リスト」が作成され、モデルサイトの各 OD と共有されている。今後、各 OD が、

同リストを参照しつつ、HC と地域コミュニティ間の協働を促進する活動を展開していくこ

とが期待されているが、実際にどのような活動が各 OD によってなされていくのか、モデル

となり得る活動の抽出も含め、引き続き本プロジェクトとしてフォローしていく必要がある。 
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第５章 プロジェクトへの提言 
 
 本プロジェクト活動は、３年間という短い期間での２年経過時にもかかわらず、プロジェクト

目標に向かい着実にその成果を積み上げていることが確認できた。日本人長期専門家の積極的な

活動はもとより、それ以外の要因として以下があげられる。 
（１）日本人専門家とカンボジア側カウンターパートが十分な信頼関係で維持されていること。 
（２）プロジェクトは根拠となるデータを得て、それをもとに活動を組み立てていること。 
（３）カウンターパートは研修で学んだことをできる範囲で着実に実施していること。 
 
 （１）に関して、1995 年から継続的に日本の協力が NMCHC に対して行われ、一貫した姿勢で

カンボジア側の主体性を尊重し、人材育成に長期的にかかわってきたことで信頼性が確立されて

きたと考えられる。人材育成にはこのような姿勢と長期的なスパンが必要であり、日本の協力と

して 10 年以上の長期的な関わりの重要性を示す良い例である。 
 （２）に関して、本プロジェクトにかかわってきた日本人専門家の役割に負うところが多い。本

プロジェクトでは長期・短期専門家がそれぞれのデータを有益な情報としてカウンターパートと

共有し、プロジェクト活動に結び付けていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真５－１ 母子保健行政官と RH の SBA による HC 巡回指導 
 
 （３）に関して、今回、特にコンポンチャム州のカウンターパートの行動力は高く評価される。

通常、研修を受けてもそれを次の行動に移すためには時間がかかることが多いが、MCT、MAT
研修、新型巡回指導（new supervision）を経験し、自分の役割が明確になったところで、即座に

様々な活動（HC-MWs の上位病院への患者搬送時における上位病院助産師の指導態度や受入態度

の改善、妊産婦死亡オーディット会議の内容変更など）が自主的に行われていることは素晴らし

い。 
 
 本プロジェクトが示した、HC の助産師サポート体制モデルは、州・OD 保健局スタッフの実務

面のサポートと RH の技術面のサポートによる。これは既存の人材と施設を用いて、その役割を

明確化し、州・OD 保健局と RH が協力して、HC をサポートする構図は、全国に通じる可能性を

持つ。本プロジェクトはそのために巨額な資金の投入を前提とするものではなく、常に現在ある

人材とその機能を十分に活かそうとしている点や地域に対するサービス向上には OD がその中心
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的役割を果たすことを明確にした点が評価される。 
 
 以上より、提言として７点をあげる。 
１）本プロジェクトは計画どおり順調に進んでいる。モデル地域（コンポンチャム州の４地域）

では、HC の助産師サポート強化体制が確認された。よって、残り１年でモデル地域以外にも

scale up することが望ましい。 
２）Scale up の主要コンポーネントは、研修とモニタリングである。研修は NMCHC 研修部が計

画・実施し、モニタリングは国家リプロダクティブ保健プログラムの６か月ごとに開催される

会合で、議題として取り上げられることが望ましい。 
３）州・OD 保健局では、保健局長と保健局母子保健担当官が鍵となる人物である。よって、こ

れらのメンバーに対して、今後、HC-MW をサポートする体制を、RH とともに実施することを

理解してもらえるような研修・ワークショップが必要である。 
４）RH-SBAs が、HC を実際に訪問し現状を把握することは、その後の彼らの活動に大きな影響

を与えた。今後の研修でも RH-SBAs に HC の現状を知ってもらう方法を（訪問以外でも）考案

すべきである。 
５）コミュニティ（保健ボランティアを含む）と HC の関係改善は、OD 長がその役割を認識し、

HC 長が OD に集まる月に一度の会議の議題として取り上げられることが望ましい。 
６）国家プログラムと本プロジェクトの関係は重要である。プロジェクト事務所が HC 長やリプ

ロダクティブヘルスプログラム長と同じフロアに存在していることは、本プロジェクトの強み

である。本プロジェクトの成果が全国展開することは、国家プログラムに反映されたと考えら

れる。よって今後も常時、HC 長やプログラム長と協議できる体制を維持すべきである。 
７）保健省ハイレベル対策も重要である。NMCHC に部屋を持たない保健省ハイレベル人材に対

しては接する時間は限られており、短い時間に本プロジェクトの活動や成果を十分に理解して

もらう点が肝要である。よって、できるだけわかりやすい図や説明文を用意しておくことが望

まれる。 
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第６章 団長所感 
 
 カンボジアにおいて、妊産婦の健康向上（特に妊産婦死亡率の低下）は、HC を超えて国家の

開発重要課題として認識されている。この背景には、カンボジアの妊産婦死亡率が 472（出生 10

万対・2005 年 CDHS）と周辺諸国と比較しても高い水準にあることに加え、過去 10 年間で子ど

もの死亡率が劇的に低下し、結核・エイズ・マラリアといった感染症対策も成功をおさめつつあ

るなか、妊産婦死亡率に関しては改善が見られないという事実がある。世界的にも、ミレニアム

開発目標のうち妊産婦保健に関しては 2015 年までの達成が難しいとされている。この背景には、

妊産婦の死亡は保健医療だけでなく、社会・経済的な要因（日頃の栄養状態、女性の識字率や社

会での地位など）の影響が大きく、短期間で死亡率を改善するのは困難とされているという問題

がある。 
 カンボジア政府は、このような困難な課題を国家の重要開発課題と位置づけ、その改善をめざ

している。カンボジアの母子保健分野に対し、日本は和平協定締結後まもない時期から協力を実

施しており、先方政府並びに他の援助機関からも高い評価を得ている。フェーズ１並びに無償資

金協力で中央レベルの母子保健病院の運営や診療レベルの向上に貢献し、フェーズ２からは地方

の人材育成にも尽力している。フェーズ２終了後に実施した開発調査「母子保健向上のための調

査」では、地方の母子保健サービスの現状を明らかにすることができた。特に、助産師の数が現

在不足しているだけでなく将来的にも定年退職などにより減少が予測されることを、データに基

づいて提示したことにより、保健省上層部の本件に関する認識が改められた（アドボカシー効果）。 
 地方における母子保健サービスの向上は、恒常的な医療従事者の不足、能力の低さ、並びにア

クセスの問題もあり、一朝一夕に解決する問題ではない。しかしながら、本件プロジェクトでは、

地域で利用可能なリソースを用いて、現地側が実施できる改善策を数多く試行してきており、そ

の過程におけるカンボジア側のオーナーシップ意識は非常に高い。特に中央レベルの保健省関係

者が地方の現状に対して認識を深め、連携が強化された点は特筆されるべきである。 
 今回の調査でこれまでの成果が確認され、方向性が共有されたことにより全国レベルで同様の

取り組みを始める基盤が築かれたと思料する。本分野では、日本に対する期待も大きく、息の長

い協力が必要である。 
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